
令和7年度契約

公益法人
の区分

国認定、都
道府県認
定の区分

応札・応募
者数

熱帯果樹発育生理ガラス室グロースキャビ
ネット修理および省エネ化改修工事

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
熱帯・島嶼研究拠点
所長　山中　愼介
沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1

令和7年10月14日
エスペックミック株式会社
愛知県丹羽郡大口町大御堂１丁目
２３３番地の１

本設備の制御機器はタバイエスペック（株）の独
自仕様であり、本設備の設計情報や制御ロジック
は、当初の設置者であるタバイエスペック（株）の
現設備担当子会社であるエスペックミック（株）に
のみ技術継承されている以上のことから、エス
ペックミック（株）以外の者では施工が困難である
ため。
会計規程第38条第2項

－ 13,128,500 －

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称

及び住所
随意契約によることとした業務方法書又は

会計規定等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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令和7年度契約

公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応募
者数

遺伝子組換え体発現制御実験棟特殊空調
他保守点検業務

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
熱帯・島嶼研究拠点
所長　山中　愼介
沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1

令和7年10月6日

エスペックミック株式会社
愛知県丹羽郡大口町大御堂１丁目２
３３番地の１
（法人番号：6180001081157）

一般競争入札 － 5,775,000 －

全容90L培養装置

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
理事長　小山　修
茨城県つくば市大わし1-1

令和7年10月7日

東和科学株式会社
東京都豊島区南大塚2-37-5
ONEST 南大塚ビル5階
（法人番号：2010001024235）

一般競争入札 － 42,797,810 －

ガスクロマトグラフィー

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
熱帯・島嶼研究拠点
所長　山中　愼介
沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1

令和7年10月14日
沖縄メディックス株式会社
沖縄県島尻郡南風原町津嘉山1582
（法人番号：6360001006450）

一般競争入札 － 3,575,000 －

全窒素・全炭素計

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
熱帯・島嶼研究拠点
所長　山中　愼介
沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1

令和7年10月21日
沖縄メディックス株式会社
沖縄県島尻郡南風原町津嘉山1582
（法人番号：6360001006450）

一般競争入札 － 10,670,000 －

ＩＣＰ発光分析装置

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
熱帯・島嶼研究拠点
所長　山中　愼介
沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1

令和7年10月28日

トミー沖縄ノボサイエンス株式会社
沖縄県浦添市牧港２－４４－１
ＳＵＮマンション１０２号室
（法人番号：3360001009687）

一般競争入札 － 10,483,000 －

全有機体炭素・窒素分析装置

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
理事長　小山　修
茨城県つくば市大わし1-1

令和7年10月30日
株式会社松見科学計測
東京都千代田区岩本町2-7-11
（法人番号：3010001029349）

一般競争入札 － 7,078,500 －

蛍光X線分析装置

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
理事長　小山　修
茨城県つくば市大わし1-1

令和7年10月31日

ポニー工業株式会社
大阪府大阪府大阪市中央区南船場3
丁目3番27号
（法人番号：7120001089337）

一般競争入札 － 7,133,500 －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称及

び住所

一般競争入札・
指名競争入札
の別（総合評価

の実施）

予定価格 契約金額
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